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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の棒状部材を並列に並べて繋ぎ合わせ、少なくとも１つの繋ぎ合わせ部分において
折り曲げ可能な部材群と、
　前記部材群と連結され、前記部材群を収容する収容部と
を具備し、
　前記部材群は、
　前記複数の棒状部材と、
　前記複数の棒状部材を並列に並べて取り外し可能な状態で固定し、前記少なくとも１つ
の繋ぎ合わせ部分に相当する部分において折り曲げ可能な構造をした部材固定部と
を備え、
　前記複数の棒状部材と、前記部材固定部とは、それぞれ非融着な関係にある樹脂により
２色成形で一体形成され、
　前記部材群は、前記少なくとも１つの繋ぎ合わせ部分において折り曲げて畳むことによ
り前記収容部に収容できることを特徴とする部材収容具。
【請求項２】
　複数の棒状部材を並列に並べて繋ぎ合わせ、少なくとも１つの繋ぎ合わせ部分において
折り曲げ可能な部材群と、
　前記部材群と連結され、前記部材群を収容する収容部と、
を具備し、
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　前記部材群は、
　前記複数の棒状部材と、
　前記複数の棒状部材と所定の樹脂により一体形成され、並列に並べた隣り合う前記複数
の棒状部材同士を直接繋ぎ合わせ、湾曲可能な柔性を有する形状をした部材繋ぎ合わせ部
と、
を備え、
　前記複数の棒状部材は、前記部材繋ぎ合わせ部を折ることにより前記部材群から取り外
し可能であり、
　前記部材群は、前記部材繋ぎ合わせ部を前記繋ぎ合わせ部分として湾曲させて、巻き込
んで畳むことにより前記収容部に収容できることを特徴とする部材収容具。
【請求項３】
　前記収容部は、
　上方が開口した収容本体部と、
　前記開口を開閉する蓋と、
　前記蓋の内側に設けられ、前記蓋の内側空間を開閉する内蓋と
を備えたことを特徴とする請求項１及び２のいずれか一つに記載の部材収容具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、部材収容具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、綿棒等の棒状物品を収容する容器として、上方に開口部を有すると共に、多数の
棒状物品を直立収納する容器本体と、当該容器本体の開口部を開閉する蓋体とからなる収
納容器があった（例えば、特許文献１参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】実開平０５－０５４３６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述の収納容器は、多数の棒状物品を容器本体に直立収納して、多数の棒状物品を収容
していた。したがって、例えば、机に置いた上述の収納容器を不注意で落下させて、収納
容器内の多数の棒状物品を散乱させてしまうことがあった。しかしながら、このようなこ
とは上述の収納容器の構造上さけられない。
【０００５】
　そこで、本発明は、収容部内の多数の棒状部材を散乱させない部材収容具を提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたものであり、本発明の部材収容具は、複
数の棒状部材を並列に並べて繋ぎ合わせ、少なくとも１つの繋ぎ合わせ部分において折り
曲げ可能な部材群と、上記部材群と連結され、上記部材群を収容する収容部とを具備し、
上記部材群における棒状部材は、上記部材群から取り外し可能であり、上記部材群は、上
記少なくとも１つの繋ぎ合わせ部分において折り曲げて畳むことにより上記収容部に収容
できることを特徴とするものである。
【０００７】
　また、本発明は、上記課題を解決するためになされたものであり、本発明の部材収容具
は、複数の棒状部材を並列に並べて繋ぎ合わせ、少なくとも１つの繋ぎ合わせ部分におい
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て折り曲げ可能な部材群と、上記部材群と連結され、上記部材群を収容する収容部とを具
備し、上記部材群は、上記複数の棒状部材と、上記複数の棒状部材を並列に並べて取り外
し可能な状態で固定し、上記少なくとも１つの繋ぎ合わせ部分に相当する部分において折
り曲げ可能な構造をした部材固定部とを備え、上記複数の棒状部材と、上記部材固定部と
は、それぞれ非融着な関係にある樹脂により２色成形で一体形成され、上記部材群は、上
記少なくとも１つの繋ぎ合わせ部分において折り曲げて畳むことにより上記収容部に収容
できることを特徴とするものである。
【０００８】
　また、本発明の部材収容具において、上記複数の棒状部材と、上記部材固定部とは、そ
れぞれ融着温度の異なる樹脂により形成させたことを特徴とする。
【０００９】
　また、本発明は、上記課題を解決するためになされたものであり、本発明の部材収容具
は、複数の棒状部材を並列に並べて繋ぎ合わせ、少なくとも１つの繋ぎ合わせ部分におい
て折り曲げ可能な部材群と、上記部材群と連結され、上記部材群を収容する収容部とを具
備し、上記部材群は、上記複数の棒状部材と、上記複数の棒状部材と所定の樹脂により一
体形成され、並列に並べた隣り合う上記複数の棒状部材同士を直接繋ぎ合わせ、湾曲可能
な柔性を有する形状をした部材繋ぎ合わせ部とを備え、上記複数の棒状部材は、上記部材
繋ぎ合わせ部を折ることにより上記部材群から取り外し可能であり、上記部材群は、上記
部材繋ぎ合わせ部を上記繋ぎ合わせ部分として湾曲させて、巻き込んで畳むことにより上
記収容部に収容できることを特徴とする。

【００１０】
　また、本発明の部材収容具において、上記収容部は、上方が開口した収容本体部と、上
記開口を開閉する蓋と、上記蓋の内側に設けられ、上記蓋の内側空間を開閉する内蓋とを
備えたことを特徴とする。
【００１１】
　また、本発明の部材収容具は、複数の棒状部材を並列に並べて取り外し可能な状態で固
定し、少なくとも１つの隣り合う棒状部材間において折り曲げ可能な構造をした部材固定
部と、上記部材固定部と連結され、上記部材固定部を収容する収容部とを具備し、上記部
材固定部は、上記少なくとも１つの隣り合う棒状部材間において折り曲げて畳むことによ
り上記収容部に収容できることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、収容部内の多数の棒状部材を散乱させないという優れた効果を奏し得
る。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の第１の実施の形態における部材収容具１００を示す図である。
【図２】本発明の第１の実施の形態における部材収容具１００における部材群１０を収容
部２０に収容させた際の図である。
【図３】本発明の第２の実施の形態における部材収容具２００を示す図である。
【図４】本発明の第２の実施の形態における部材収容具２００における部材群２１０を収
容部２２０に収容させた際の図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　次に本発明の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。なお、本発明におい
て部材収容具とは、部材を既に収容している状態の部材収容具、部材を未だ収容していな
い状態の部材収容具の両方を含む。
【００１５】
　図１は、本発明の第１の実施の形態における部材収容具１００を示す図である。本発明
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の第１の実施の形態における部材収容具１００は、複数の部材を収容するものであり、部
材群１０と、収容部２０とを備える。
【００１６】
　部材群１０は、図１（ａ）に示すように、複数の棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…を並列に並べ
て繋ぎ合わせた態様をしており、複数の棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…と、部材固定部１１とに
より構成されている。なお、本発明において棒状部材は、円柱形状、直方体形状、その他
の様々な立方体形状を含むものであり、以下において用いる棒状部材の用語についても同
様である。また、複数の棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…として、例えば、綿棒や、歯間ブラシ等
のものが一例として想定される。
【００１７】
　部材固定部１１は、複数の棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…を並列に並べた状態で固定するもの
である。そして、部材固定部１１は、複数の棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…を取り外し可能な状
態で固定する。また、部材固定部１１は、並列に並べた状態の棒状部材間の少なくとも１
つの繋ぎ合わせ部分において折り曲げ可能である。なお、本発明において繋ぎ合わせ部分
とは、並列に並べた状態の棒状部材間に位置する部材群１０（部材固定部１１）の一部を
言う。
【００１８】
　上記のような部材固定部１１の具体的態様の一例を以下において説明する。部材固定部
１１は、例えば、収容部２０と連結され、収容部２０から互いに並行に延設された２つの
棒状部材２１及び２２により構成させる。そして、棒状部材２１及び２２は、それぞれ端
部２１ａ及び２２ａにおいて収容部２０と連結されている。また、棒状部材２１及び２２
には、一定間隔毎に、図１（ｂ）に示すような棒状部材２１及び２２の他の部分より厚さ
が薄い肉薄部２１ｂ及び２１ｃが設けられる。上記一定間隔として、例えば棒状部材５本
毎（図１（ｂ）の棒状部材Ｐｎ～棒状部材Ｐ（ｎ＋４）参照）が一例として挙げられるが
、これに限るものではない。そして、棒状部材２３が、この肉薄部２１ｂ及び２１ｃの間
に架設されている。棒状部材２１及び２２に肉薄部２１ｂ及び２１ｃを設けることにより
部材固定部１１を折り曲げ可能としている（図２参照）。
【００１９】
　なお、部材固定部１１の上記態様は一例である。収容部２０から延設される部材固定部
１１を構成する棒状部材の数は、１つでも、３つ以上であってもよい。また、図１（ａ）
において棒状部材２１及び２２と、収容部２０との連結部分は、収容部２０の縁２０ａで
あるが、これに限るものではない。すなわち、棒状部材と収容部２０との連結部分は、部
材群１０を収容部２０に収容させることができる位置ならいずれの位置であってもよい。
また、収容部２０に上記棒状部材２１及び２２を連結させる部分としての端部２１ａ及び
２２ａは、一例であって、例えば、上記棒状部材２３の部分を収容部２０と連結させても
よい。
【００２０】
　また、上記説明したように、肉薄部２１ｂ及び２１ｃは折り曲げ部分として想定してい
る部分であるため、どのような位置に何個設けて、どのような間隔で設けるかは収容部２
０に収容させる部材群１０の態様によって様々な態様が想定される。また、肉薄部２１ｂ
及び２１ｃの間に架設された棒状部材２３はなくてもよい。この場合、肉薄部２１ｂ及び
２１ｃを他の部分よりも肉薄にしたことによる部材強度不足を他の方法で補うようにすれ
ばよい。また、肉薄部２１ｂ及び２１ｃ以外の構造により棒状部材２１及び２２における
所定の位置で、棒状部材２１及び２２を折り曲げさせることができれば、その肉薄部２１
ｂ及び２１ｃ以外の構造であってもよい。
【００２１】
　また、棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…には、図１（ｂ）に示すように、中央から所定距離ずれ
た位置に２つの凹部ｄ１、ｄ２が設けられている。棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…を部材固定部
１１により固定する場合、棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…の凹部ｄ１、ｄ２にそれぞれ棒状部材
２１及び２２を嵌め込む。棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…の凹部ｄ１、ｄ２にそれぞれ棒状部材
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２１及び２２を嵌め込むと、棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…は、棒状部材２１及び２２において
固定されるような形状、サイズ、材質となっている。このため、棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…
は、部材固定部１１から着脱可能である。なお、上記棒状部材２１及び２２による棒状部
材Ｐ１、Ｐ２、…の固定態様は一例であって、その他の固定態様であってもよい。
【００２２】
　また、部材群１０の製造方法として、棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…と、部材固定部１１とを
２色成形により製造する方法と、棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…と、部材固定部１１とを別々に
製造した後に、棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…を部材固定部１１に取り付ける方法とが想定され
る。棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…と、部材固定部１１とを２色成形により製造する方法の場合
、棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…と、部材固定部１１とを形成させる材質は、例えば非融着な関
係にある樹脂を用いることが想定される。なお、本発明において「非融着な関係にある樹
脂」とは、樹脂同士の物性を考慮した所定の条件下で、樹脂同士を互いに接触させた状態
で成形を行っても、樹脂同士が完全に融着せずに分離可能な状態にある関係を有する樹脂
を言うものとする。非融着な関係にある樹脂として、例えば一方がナイロンやポリアセタ
ール等の樹脂で、他方が例えばポリプロピレンやＡＢＳ樹脂等の樹脂が想定されるが、そ
の他の組み合わせであってもよい。部材群１０を上記２色成形により製造した場合、製造
工程を減らすことができるため、製造コストを安価にすることができる。
【００２３】
　収容部２０は、部材群１０を収容するものであり、例えば部材群１０を収容する収容本
体部２４と、蓋２５とにより構成された蓋付き箱とすることが一例として想定される。図
１（ａ）において蓋付き箱は、全体として概ね直方体形状をした蓋付き箱になっているが
、これに限るものではなく、部材群１０を収容することができるその他の態様の収容具で
あってもよい。その他の態様の収容具として、例えば、直方体形状以外の形状をした蓋付
き箱、蓋なしの箱、袋等様々なものが想定される。
【００２４】
　また、収容部２０を蓋付き箱とした場合、蓋２５の内側に蓋内側空間２５ａが形成され
るよう蓋２５を形成して、その蓋内側空間２５ａを別途の収容部として取り扱うようにし
てもよい。この場合、蓋内側空間２５ａを開閉する蓋２５ｂを蓋２５の内側に設ければ、
収容本体部２４における空間と、蓋内側空間２５ａとを用途を分けて使うことができる。
上記用途として、収容本体部２４における空間には部材群１０を収容させ、蓋内側空間２
５ａには部材群１０から取り外した棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…を収容させることが想定され
る。
【００２５】
　なお、部材収容具１００から棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…を取り除いたものも本発明の部材
収容具として本発明の範囲に含まれるものとする。
【００２６】
　図２は、本発明の第１の実施の形態における部材収容具１００における部材群１０を収
容部２０に収容させた際の図である。図２（ａ）は、本発明の第１の実施の形態における
部材群１０を収容部２０に収容させた際の斜視図である。図２（ｂ）は、本発明の第１の
実施の形態における部材群１０を収容部２０に収容させた際の断面図である。
【００２７】
　図２（ａ）及び図２（ｂ）に示すように、部材群１０を収容部２０に収容する際は、肉
薄部２１ｂ及び２１ｃを折り曲げて、部材固定部１１における棒状部材２１及び２２をＳ
字状に折り返して畳む。
【００２８】
　なお、図２（ａ）及び図２（ｂ）において部材群１０は、Ｓ字状に折り返して畳んで収
容部２０に収容されているが、これに限るものではない。部材群１０は、例えば部材群１
０を部材群１０ａ～１０ｃに分けて考えた場合に、図２（ａ）及び図２（ｂ）における部
材群１０ｃを折り返して畳む方向を１８０度変えて、部材群１０ｂの下方にくるようにし
てもよい。すなわち、部材群１０を巻き込むようにして畳んで収容部２０に収容させても
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よい。
【００２９】
　図３は、本発明の第２の実施の形態における部材収容具２００を示す図である。本発明
の第２の実施の形態における部材収容具２００は、本発明の第１の実施の形態における部
材収容具１００と同様に、複数の部材を収容するものであり、部材群２１０と、収容部２
２０とを備える。収容部２２０は、本発明の第１の実施の形態における収容部２０と同様
であり、既に説明済みであるため、説明を省略する。
【００３０】
　本発明の第２の実施の形態における部材群２１０と、本発明の第１の実施の形態におけ
る部材群１０とは相違する。その相違点は、複数の棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…の固定態様で
ある。以下、本発明の第２の実施の形態における部材群２１０について説明する。
【００３１】
　部材群２１０は、複数の棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…と、部材繋ぎ合わせ部２１１とを備え
る。部材繋ぎ合わせ部２１１は、並列に並べた隣り合う棒状部材同士を直接繋ぎ合せてい
る。部材繋ぎ合わせ部２１１は、繋ぎ部材２１１ａと、繋ぎ部材２１１ｂとから成る。こ
のように部材群２１０を形成させるには、例えば複数の棒状部材Ｐ１、Ｐ２、…と、繋ぎ
部材２１１ａと、繋ぎ部材２１１ｂとを所定の樹脂により一体形成させることが想定され
る。
【００３２】
　なお、繋ぎ部材２１１ａ、繋ぎ部材２１１ｂ、…は、それぞれ所定の角度折り曲げたり
、湾曲させても折れない柔性を有した材質、サイズ、形状をしている。また、繋ぎ部材２
１１ａ、繋ぎ部材２１１ｂは、所定角度以上曲げると折れる。また、上記説明において繋
ぎ部材は、繋ぎ部材２１１ａ及び繋ぎ部材２１１ｂの２つであるが、これに限るものでは
なく、１つでも、３つ以上であってもよい。また、繋ぎ部材は、図３においては一直線で
なっているが、これに限るものではない。すなわち、隣り合う棒状部材同士を並列に並ん
だ状態で直接繋ぎ合わせる態様であれば、どのような態様であってもよい。
【００３３】
　図４は、本発明の第２の実施の形態における部材収容具２００における部材群２１０を
収容部２２０に収容させた際の断面図である。本発明の第２の実施の形態における部材収
容具２００における部材群２１０は、図４（ａ）に示すように、部材群２１０を収容部２
２０に収容する際は、部材群２１０をシートを巻き込むような態様で畳むことができる。
また、本発明の第２の実施の形態における部材収容具２００における部材群２１０は、図
４（ｂ）に示すように、部材群２１０を収容部２２０に収容する際は、部材群２１０をＳ
字状に折り返して畳むことができる。
【００３４】
　このように、本発明の第１の実施の形態、及び本発明の第２の実施の形態によれば、収
容部と部材群とが連結されているため、部材群が収容部から落ちることを防ぐことができ
る。また、部材群において棒状部材が並列に並んで固定されているため、棒状部材それぞ
れが散乱することを防ぐことができる。
【００３５】
　なお、本発明の実施の形態は本発明を具現化するための一例を示したものであり、これ
に限定されるものではなく本発明の要旨を逸脱しない範囲において種々の変形を施すこと
ができる。
【符号の説明】
【００３６】
　１０、２１０　部材群
　１１　部材固定部
　２０、２２０　収容部
　２１、２２、２３　棒状部材
　２１ｂ、２１ｃ　肉薄部
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　２４　収容本体部
　２５、２５ｂ　蓋
　２５ａ　蓋内側空間
　１００、２００　部材収容具
　ｄ１、ｄ２　凹部
　２１１　部材繋ぎ合わせ部
　２１１ａ、２１１ｂ　繋ぎ部材

【図１】 【図２】



(8) JP 5594877 B2 2014.9.24

【図３】 【図４】
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